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研究成果の概要（和文）：本研究は、地域福祉の計画的推進の中で行われている分析的作業として、「地域福祉アセス
メント」を設定し、その基本的な枠組みを示すことを試みる。これは、地域福祉を進めるツールとして計画を用いるこ
とができる推進組織がより効果的に分析を進めることができるアセスメントの明確化を提起するものである。
その結果として、計画的推進の戦略性と動態性を融合する「①文脈」のアセスメント、「②事業の展開・波及性」と「
③協議の場の形成」の関連性、アセスメントの前提条件となる「④推進組織のマネジメント」、という４要素の相互関
連による全体像のアセスメントをもって、地域福祉アセスメントの基本的枠組みを示す。

研究成果の概要（英文）：This study is intended to provide a basic framework of community welfare 
assessment (CWA) that is an analytical approach performed in the rolling community welfare plans. It 
focuses on the assessment that a promotion organization of the community welfare plan produces a concrete 
action from information so that the rolling community welfare plans can function as a tool to promote 
community welfare.
As a result, it can be said that the CWA involves the analysis of an entire concept by grasping the 
interrelationship of 4 elements; including the assessment on ‘context of rolling plans’ to integrate 
the strategy and dynamics of promotion, the mutual relation of the ‘development and expansion of the 
program’ and ‘formation of the space for discussions’, and ‘Promotion Organization Management’ of 
the prerequisites for assessment.

研究分野： 地域福祉

キーワード： 地域福祉アセスメント　戦略性　動態性　恒常的アセスメント　計画的推進
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１．研究開始当初の背景 
（1）これまでの地域福祉計画研究は、住民
参加を重視した策定プロセスにおける住民
主体形成といった組織化の意義に注目した
分析が多い（牧里 2007、原田 2005、荒川他
2002）。これらの研究は、住民参加の計画策
定による成果に基づいて、プロセス重視の地
域福祉計画を特徴づけた（和気 2007）ものの、
地域福祉の計画的推進の特徴を明確に示す
ことには至っていない。 
 
（2）地域福祉計画の取り組みにおいて、国
からの参酌標準のような明確な計画項目が
示されていない中で、首長や行政職員のイニ
シアティブなど、行政側の判断が地域福祉計
画の取り組みにおいて重要な変数となる（朴
2009；朴 2008；平野他 2008）。これらの研究
は、地域福祉計画を進める条件に注目するも
のの、計画策定の内容について明確に示して
いない。つまり、これまでの研究では、計画
策定に直接つながるアセスメントの概念が
弱い。 
 
（3）地域福祉計画の策定方法として分析的
側面を強調するアセスメントについては、十
分な研究はなされていない。住民活動の把握
（平野 2008）、地域内の圏域や多層的構造の
設定（大橋 2003）、総合化の提示（全国社会
福祉協議会 2006）等、があるが、具体的でか
つ体系的なアセスメントの内容としての提
示には至っていない。いわゆる「地域診断」
「地域アセスメント」「コミュニティプロフ
ァイルリング」等が紹介されているが、地域
福祉領域でアセスメントが体系化されてい
るとはいえない。 
 
２．研究の目的 
（1）本研究は、地域福祉計画策定プロセス
の中で断片的に行われている分析的アセス
メントを精緻化・体系化することを通じて、
「地域診断」や「地域アセスメント」等に対
して相対的な独自性をもつ「地域福祉アセス
メント」という独自の研究領域を切り開く。 
 
（2）地域福祉アセスメントが方法上確立さ
れることにより、行政や社会福祉協議会のよ
うに、計画をツールとして用いる推進組織が、
より効果的にアセスメントを進めることが
できる。地域福祉の計画的推進ならではの
「地域福祉アセスメント」とは何か。本研究
はその枠組みの提示を試みる。現場に応用可
能な基本的枠組みを提供することに、本研究
の目的がある。 
 
（3）これまでの住民参加を軸とする組織化
重視のプロセスを補完する分析的なプロセ
ス重視の方法として、「アセスメントシート」
に還元するものではない、「地域福祉アセス
メント」の提起を試みる。 
 

３．研究の方法 
（1）社会福祉協議会（以下、社協）による
地域福祉アセスメントに注目する。地域福祉
において、計画は一つの推進ツールとして位
置づけられている。そこには、社協が取り組
んできた地域福祉の計画的推進の蓄積があ
る。「地域福祉アセスメント」の用語が用い
られているかどうかは別として、その内容を
体現する取り組みが社協の計画活動にみら
れている。本研究は、そのような社協の実績
に着目し、地域福祉の推進に結びつくアセス
メントの基本的な

．．．．
枠組みの提案を試みる。 

ただし、今回提案できる内容は、「地域福
祉アセスメント」の骨格（基本）となる要素
に限定する。なお、社協活動のみが地域福祉
ではないという基本的な認識を踏まえ、行政
等による「地域福祉アセスメント」の対象の
広がりを視野に入れて検討を進める。 
 

（2）現場実践者と研究者の共同研究の場を
組織化する（地域福祉アセスメント研究会）。
地域福祉アセスメント研究会は、高島市社協
と宝塚市社協の事務局長（馬塲・佐藤）や中
間マネジャー（井岡・山本）、2社協のアドバ
イザーの藤井、観察者となる平野・朴で構成
された。先の文献等の検討も、研究会の場で
なされているが、研究会では主に地域福祉ア
セスメントの手法を引き出すために、2 社協
の計画的推進の事例分析を行った。 
まず、社協による地域福祉の計画的推進に

おける地域福祉アセスメントを対象として、
現場の実践者や関与する研究者の「暗黙知の
みえる化」を試みた。なお、実際の策定現場
での研究者のアセスメントと、それを条件づ
け活用する実践者のアセスメントについて
把握するために、策定現場を観察し分析した。 
 
（3）事例分析を進める中で、仮説的ではあ
るが、地域福祉アセスメントの対象をなす要
素を帰納法的なアプローチによって抽出し、
その結果を再び事例分析に応用する。そのプ
ロセスは、演繹的プロセスを含んだ再帰的な
プロセスとして、アブダクション（直観的帰
納、飛躍的発想）（高木 2011）に相当すると
考える。研究会の場を通して、経験知による
直観的な帰納と、具体的な事例への演繹的な
適合性の検討が繰り返しされた。 
 
４．研究成果 
（1）地域アセスメントからの示唆 
地域福祉計画上で断片的に行われている

分析的アプローチの一つとして、「地域アセ
スメント」がある。「地域アセスメント」に
関する文献上の内容について検討すると、名
称としては「地域アセスメント」以外にも、
「地域診断」「地域プロフィール」等がある。
いずれも地域への様々な関心から多様な分
析内容を示している（下表参照）。 
 
 



表「地域アセスメント」の主な分析情報 
分析的 

アプローチ・モデル 主要分析情報 

地域アセスメント：
パートナーとしての
コミュニティ・モデ
ル（金川 2000：16 か
ら再引用） 

①コア（人口動態・文化・歴史等）、
②自然環境、③教育、④安全・輸送、
⑤政治・行政、⑥保健・社会サービ
ス、⑦コミュニケーション、⑧経済、
⑨レクリエーション 

地域診断：コミュニ
ティオーガニゼーシ
ョンプロセスモデル
（高森 1989） 

①社会関係（地域特性、住民ニー
ズ・地域ニーズ、課題、住民動機づ
けや自発意識程度）、②社会資源構
造（制度や計画、資源活用状況や問
題点等） 

地域プロフィール：
コミュニティ・プロ
フ ァ イ リ ン グ
（Hawtin 他 1994） 

①包括的な把握、②個人・集合的ニ
ーズ、③資源、④地域（地理・サー
ビス・行政のエリア等）、⑤地域の
積極的参加、⑥行動計画開発 

地域プロフィール：
コミュニティワーク
の 介 入 決 定 要 因
（Twelvetrees 
2002：26） 

①ハード・ソフトの情報、②所属機
関の期待、③自信の価値観・スキル
等、④成功可能性、⑤コミュニテ
ィ・メンバーのニーズや動機付けの
もの 

地域プロフィール：
計画策定過程へのコ
ミュニティ参加モデ
ル（平野 2008：37） 

①地域ニーズ（住民ニーズ、地域反
応、住民活動ニーズ、地域範囲設定
等）、②福祉資源（種類・量、利用
水準・構造、普及状況等） 

システム構造分析モ
デル：コミュニテ
ィ・エンパワメント
（安梅2005:16－22） 

①ミクロシステム：当事者、提供者、
関係性、②メゾシステム：環境（資
源、地域条件、制度等）、③エクソ
システム：利害関係者、④マクロシ
ステム：社会背景（文化、歴史、価
値、地理、人口特性等） 

構 想 モ デ ル
（Conceptual model） 
：コミュニティ・デ
ィ ベ ロ プ メ ン ト
（Gittel & Vidal 
 1998：23－30） 

①プログラムと組織化、②中間的成
果（住民組織活動、住民関係・ネッ
トワーク等）、③長期的成果（健康
や住宅開発、雇用や産業開発等）、
④地域文脈（近隣関係、社会経済的
状況、政策、文化等）、⑤外部機関・
プログラム 

 
地域アセスメントにおいて、共通的に強調

されている内容として、概ね次のような点に
注目することができる。 
第 1に、活動の方向性や戦略の明確化を判

断するものである（金川 2000；Twelvetrees 
2002；安梅 2005）。地域アセスメントは、単
なる情報収集でなく、具体的なアクションに
つながるものであり、戦略や方向性の把握は
アクション性を担保する軸となる。 
第 2に、コミュニティをめぐった動態性の

把握が求められる（Gittel & Vidal 1998；
平野 2004；安梅 2005）。「静的な一次的情報
収集でなく、動的で相互作用的な内容の把握
が必要」（Gittel & Vidal 1998：23）という
ことである。 
第 3に、地域全体像の包括的把握が求めら

れる（Hawtin 他 1994；Gittel & Vidal 1998；
金川 2000；安梅 2005）。地域という面的な分
析において、ハードやソフトの多様な情報収
集が必要とされるが、それらの情報を総合的
に捉えることが示されている。 
上記の 3つは、地域をアセスメントすると

きの重要なポイントとなるが、その方法は明
確に示されていない。情報収集に関連して、
動態性や全体像を把握するアセスメントの
方法は何か。情報からアクションにつながる

プロセスを具体的に誘導する方法は何か。地
域福祉アセスメントとして、より対象範囲を
限定化した上で、具体的な方法を模索する必
要がある。 
まず、地域福祉計画という具体的な場面を

想定し、地域福祉推進の実体に限定したアセ
スメントの方法を示す。地域アセスメントの
場合に収集される情報量が膨大となるため、
そこから出てくる課題は地域福祉の推進課
題の焦点化には直接結び付かない。その結果
として総花的な計画課題の列記にとどまる。
こうしたことから、地域福祉計画という具体
的な場面を想定したアセスメントの方法を
示すことによって、総花的な課題整理の克服
を模索する。 
次に、本研究において設定する地域福祉ア

セスメントの対象範囲としては、推進組織の
専門職自らが行うことに限定する。住民ニー
ズの把握が必要でないということではなく、
地域福祉の継続的な計画的推進（計画のロー
リング）を担う推進組織・専門職のアセスメ
ントに焦点をおく。これがもう１つの地域福
祉アセスメントの対象範囲の限定化である。 
以上のことから、「地域アセスメント（地

域診断等）」に対して相対的な独自性をもつ
「地域福祉アセスメント」方法を作り出すこ
とを目指す。具体的には、地域福祉の計画的
推進の中で行われるべき分析的な作業の対
象と内容のいくつかを特定し、それを「地域
福祉アセスメント」の基本的な枠組みとして
構築していくことを目指す。これは、行政や
社協のように、計画をツールとして用いる推
進組織が、より効果的にアセスメントを進め
ることができる枠組みの提示を試みること
である。 
 
（2）地域福祉アセスメントの仮説的構成要素  
断片的な情報収集（ニーズ把握）ではない

地域福祉アセスメントの仮説的な構成要素
として、研究会の場での分析作業を通して、
以下の 4つを設定した。 
第 1の要素は、情報からアクションにつな

がるプロセスを具体的に誘導するものとし
て、計画的な推進の文脈や到達点に関するア
セスメントという判断が導かれた。ここでは
「地域福祉の計画的

．．．
な
．
推進
．．

の
．
文脈
．．

」に関する
アセスメントと呼んでおく。「現象だけを切
り取るのではなく」（研究会発言）、「戦略を
見据えて推進する」（研究会発言）ために、
当該地域の地域福祉展開の背景となる国・自
治体の地域福祉政策化の動向や地域のなか
に累積した諸実践から要請される条件整備
の課題などを把握することである。活動の方
向性や戦略の明確化を提供する情報を引き
出す方法として、「計画的な推進の文脈」に
着目したということである。 
第 2の要素は、地域福祉の動態性を体現す

る「事業の展開・波及性」とし、第 3の要素
として、それを生み出す、あるいは担う「協
議の場の形成」を取り上げた。事業（プログ



ラム）と組織化は戦略性が反映される中心的
なものである（Gittel & Vidal 1998:26）。
計画的推進において「行きつまり感を取り上
げ、突破口を見出す」（研究会発言）ための
アセスメントが必要となる。高島市社協の取
り組みでは、「事業の波及性」によって地域
福祉の動態性が確保されている（井岡 2015）。 
第 4の要素は、地域福祉の動態性や戦略性

を支えるためのアセスメントとして、「地域
福祉推進組織

．．．．
におけるマネジメント

．．．．．．
」の情報

を取り上げることとした。この点は宝塚市社
協の事例分析からより明確に現れており、
「推進組織としての社協の問題解決能力を
みる」（研究会発言）ことは、具体的なアク
ションを決定する上で必要となる。これまで
地域福祉実践の分析作業において推進組織
に関するアセスメントの視点は弱かった。し
かし、計画的推進には組織全体での対応が求
められる（池田 2004：37）。 
以上のように、仮説的な 4要素（計画的推

進の文脈、事業の展開・波及性、協議の場の
形成、推進組織のマネジメント）が設定でき
たことから、4 要素に即した 2 社協の事例分
析を通して、地域福祉アセスメントの基本的
枠組みを示す。 
 2 社協の事例分析においては、それぞれ異
なる文脈の上で出てくるアセスメントの分
析課題を特定した。高島市社協では、主に合
併後の第１期計画後の過程を対象とし、重点
事業を中心とした分析を行った。宝塚市社協
の事例では、5 期に渡る計画的推進を視野に
入れるものの、今日的な課題となっている組
織マネジメントの領域となる「エリアチーム
制」を中心に分析した。 
 
（3）地域福祉アセスメントの基本的枠組み 

 －4要素の相互関連の全体像 

 

図 4 要素の相互関連による全体像の把握 

 
仮説的に示した「地域福祉アセスメント」

の 4要素は、地域福祉の計画的推進の動態性
を確保するための戦略的な判断において、現
場のなかで活用されている。4要素はアセス
メントの対象として個々に重要であるとと
もに、4要素の相互関連を示す全体像のアセ
スメントへと発展させることができる。 

「地域」という捉え方における全体像の把
握には、多種多様な情報の総合的・包括的理
解に結び付けられるような編集作業が求め
られるが、それはそれぞれの情報の単純な足
し算ではない。本研究のまとめとして、地域
福祉の推進における戦略性や動態性を生み
出すために、4 要素が連動した全体像の把握
を提示する。4 要素の相互関連を把握するア
セスメントへと発展させるための手続きを
示し、それぞれのアセスメントの内容を全体
のつながりのある有機的な構造として捉え
ることである（左図参照）。 
第 1に、地域福祉の計画的推進において戦

略性と動態性を融合するためのアセスメン
トとして、「計画的な推進の文脈」のアセス
メントが必要となる。文脈のアセスメントに
よって把握される戦略性は、過去からの多様
な変数やきっかけが内在化されている点で、
断片的でなく、動態性に結びつけられるよう
な多くのヒントを含めている。この文脈のア
セスメントの結果を背景としながら、「事業
の展開・波及性」や「協議の場の形成」の対
象をどのように設定するかの判断が行われ
る。 
第 2 に、「事業の展開・波及性」と「協議

の場の形成」に関するアセスメントの関連性
を捉えることである（図の横軸）。「事業の展
開・波及性」については、アセスメント時点
での対象となるプログラムの評価的な見方
だけではなく、そこに波及した過去のプログ
ラムとの関連、今後計画的に波及させるプロ
グラムの選択が求められる。こうした動態性
の創出には、そのプログラムを担う主体の組
織化が連動しなければならない。その点で、
プログラムの担い手の形成につながる「協議
の場の形成」という、プログラムと場の形成
が両輪のように同時並行して進む相互連動
した把握が求められる。 
第 3 に、これらのアセスメントにおいて、

前提条件となるのが「推進組織のマネジメン
ト」に関するアセスメントであり、「計画的
な推進の文脈」のアセスメントによる戦略性
の把握に対峙して、推進組織としての責任性
を発揮する条件のアセスメントとなる（図の
縦軸）。計画的な推進における組織化（協議
の場の形成）や事業の展開の現状を把握する
上で、組織の立ち位置はアセスメントの範囲
を左右するものとなる。こうした推進組織の
アセスメントは、これまでの住民ニーズの把
握や住民組織化に傾斜してきた計画作業の
分析的作業と異なった、地域福祉を進めるマ
ネジメント力（戦略性）を問うていく作業と
なる。 
第 4 に、全体像のアセスメントに対して、

ミクロの「協議の場（の形成）」で継続的に
アセスメントがなされ、それが絶えず吸い上
げられるシステムとともに、地域福祉アセス
メントは恒常的なプロセスとして認識され
る必要がある。こうした恒常的なアセスメン
ト（ongoing assessment）は、「協議の場の
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形成」に関するアセスメントが主導する部分
である。ここでは、その仕組みを、「場を媒
介とした合意形成の恒常的なプロセス」とし
て提起しておきたい。場は、日常的な実践と
同時的に進むさまざまなレベルでのアセス
メントをより意識化し、ボトムアップ方式で
全体像としてつなげる意図的作業を進める
とともに、合意形成や方向合わせを可視化す
る装置となる。こうした可視化の恒常的なプ
ロセスによって、「推進組織のマネジメント」
を媒介にしながら、アセスメント結果を共有
し累積しつつ、合意形成をはかっていくこと
ができる。 
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